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 オンライン署名へのご協力のお願い  
Change.org の署名ＵＲＬ 

 
 
または、右の二次元コードから 
アクセスしてください 
 
 
 
 
「Ｃｈａｎｇｅ.ｏｒｇ」を活用したオンライン署名について、以

下の点について、ご留意・ご確認ください。 
・署名の手続きをするにあたって、寄付の案内や他のオ
ンライン署名への呼びかけメールが届くことがあります
が、その際の対応は、ご自身で判断ください。 

現在、第7次エネルギー基本計画
に原発の新増設に係る経費を国民か
ら電気代として徴収するという仕組み
が盛り込まれようとしています。その徴
収手法として参考にしているのが、イ
ギリスの「ＲＡＢモデル（規制資産ベー
ス）」という制度です。 

 
原発コストは他の電源と比べて発

電コストが高く、さらに高騰するリスク
がある原発建設には、既存の原発補
助金や制度ではとても足りない、ある
いは対応できないということで新たな
制度化の参考にしているのが「ＲＡＢ
モデル」ということです。この制度は
「電力自由化」にも逆行するもので
す。何より、これ以上電気代が高くなる
ことは憂慮すべき状況だと言えます。 

こうした状況に対して、何とかしよう
と全国の市民団体が立ち上がって、
連携して署名活動を展開しています。
グリーンコープも呼びかけ団体に名
前を連ねて、組合員の皆さんに呼び
かけをすることにしました。 

みなさま、是非オンライン署名にご
協力をお願いいたします。 

https://chng.it/dnjCThjHXV 

 署名の締め切りについて 
 第一次締め切り…10 月 25 日 
 第二次締め切り…１１月下旬～１２月上旬 

 署名の提出先  
内閣総理大臣と経済産業
大臣宛てに提出する予定と
なっています。 

署名のご協力、お願いします!

【発行】２０２４年１０月１６日 グリーンコープ共同体



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ポイント】 
 原発の建設費は急上昇。今や 1 基数兆円にのぼる例もあり、建設期間も長期化。発電コスト

は再エネよりはるかに高い。 
 政府は原発の建設費用を、稼働・発電前から電気代に上乗せできる新制度（RAB モデル）を

入れようとしている。 
 今でも、原発や火力発電には電気代だけでなく、多額の公的資金が投入されている。それで

も足りないと発電事業者や投資家が要求。 
 発電事業者や投資家の利益を安定化させて原発新設を進めるために、電気代の上昇などコ

ストやリスクが国民負担となる。結果的に温暖化対策も邪魔して遅らせる。このような制度はい
らない。 

～「ＲＡＢモデル」の導入に反対する理由～ 

 電力システムの自由化や市場化に逆行 
ＲＡＢモデル制度は、原発の新規建設への新たな補
助金制度（原資は電気代および国民の税金）であ
り、世界の潮流である電力システムの自由化や市場
化の流れに逆行するものです。また、圧倒的な地域
独占企業で市場支配力を持つ大手電力会社など
は、巨額プロジェクトである原発の建設によって、大き
な利益を得ることができます。その一方、私たち国民
は、すぐにかつ、長期にわたって高い電気料金や税
金を支払わなければなりません。 

 原発は高くて、これからもっと高くなる
政府や産業界の一部は「原発は安い」と主張して
います。しかし、原発に対しては、これまで多くの政
府補助金が国民からは見えにくい形で供与されて
おり、それは再エネや省エネに対する補助金の比
ではありません。そのような中、現状において他の
電源に比較して発電コストが最も高く、さらに高騰
するリスクがある原発建設には、既存の原発補助
金や制度ではとても足りない、あるいは対応できな
いということで新たに考案されたのが RAB モデルで
す。RAB モデル導入自体が、今後はより巨額の補
助金が原発の建設・維持には必要となることを証
明しています。 

 再エネへの補助金は原発に比較して圧倒的に小さい
「再エネに対しても同様の補助金が支払われている」という
反論はよく聞きます。たしかに、電気料金の明細を見ると
再エネ固定価格買取制度（FIT）による再エネ賦課金が徴
収されているので、再エネだけにお金を余分に払っている
と思っている人がいてもおかしくありません。しかし、原発へ
の補助金が料金にどの程度含まれているかは不透明で分
かりにくくなっています。原発に対するこれまでの様々な政
府補助金は、再エネへの補助金の比ではありません。ま
た、再エネへの補助金は世界でも日本でも十数年でゼロに
なるとされており、その一方で、原発への補助金は時限が
なく、増える傾向があります 


